
件 件 件 件 件 棟 世帯 人 人 千円 ㎡ ａ 台

年 月 総 数
(認知件数) 検 挙 件 数

凶 悪 犯 粗 暴 犯 窃 盗 犯 知 能 犯 風 俗 犯 そ の 他
平 成 11 年 11,376 91 218 10,426 279 91 271 5,373

12 12,804 60 253 11,512 215 115 649 3,647
13 16,805 60 351 14,276 625 131 1,362 3,939
14 16,666 54 409 13,679 387 131 2,006 8,296
15 17,770 76 486 14,054 641 140 2,373 6,667

平成15年４月 1,323 5 33 1,071 28 11 175 394
５ 1,565 3 38 1,251 36 14 223 319
６ 1,503 4 36 1,228 38 11 186 710
７ 1,716 6 52 1,355 35 27 241 695
８ 1,364 9 35 1,053 37 19 211 499
９ 1,473 15 39 1,148 61 9 201 474
10 1,657 6 38 1,344 50 5 214 1,005
11 1,615 4 58 1,263 59 7 224 673
12 1,853 7 56 1,390 139 9 252 571

平成16年１月 1,195 3 31 920 64 11 166 289
２ 927 3 23 706 41 14 140 321
３ 1,183 8 30 908 59 5 173 321
４ 1,301 3 37 1,046 42 16 157 441

資 料 出 所 石川県警察本部

年 月
出 火 件 数

焼損棟数 り災世帯 死 者 負傷者 損 害 額
焼 損 面 積 焼損車両

台 数総 数 建 物 林 野 車 両 その他 建 物 林 野

平 成 11 年 379 226 24 69 60 296 207 17 52 871,237 15,642 470 73
12 424 217 33 68 106 282 165 18 51 898,751 11,791 643 71
13 414 228 57 48 81 301 184 20 45 1,669,307 20,177 8,420 65
14 418 246 34 56 82 316 225 14 61 1,126,991 16,196 433 56
15 356 197 34 55 70 267 183 21 45 860,134 10,737 553 55

平成15年４月 42 16 8 6 12 31 18 1 4 68,088 1,063 410 6
５ 42 15 9 5 13 17 10 3 4 7,394 150 23 5
６ 24 13 4 5 2 16 8 － 1 117,882 1,256 11 5
７ 21 16 － 4 1 21 17 － 3 46,181 552 － 4
８ 29 17 － 7 5 27 18 1 6 128,840 1,692 － 7
９ 21 10 2 6 3 12 7 1 2 90,868 530 － 6
10 26 15 1 4 6 23 15 2 5 38,277 618 14 4
11 23 17 － 5 1 24 13 4 2 78,452 955 － 5
12 26 19 － 5 2 18 10 3 6 34,614 506 1 5

平成16年１月 28 23 － 2 3 41 29 3 8 184,601 3,150 － 2
２ 25 18 － 2 5 18 16 － 2 40,281 352 － 2
３ 41 20 6 2 13 28 24 － 5 142,635 1,741 93 2
４ 49 26 7 4 12 36 19 3 3 72,855 1,396 164 4

資 料 出 所 消防防災課
注� ｢焼損棟数｣―全焼・半焼・部分焼含む｡ ｢り災世帯｣―全損・半損・小損含む｡ ｢損害額｣―建物・林野・車両・その他含む｡
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Ⅳ 統 計 � 辞 典
｢外形標準課税｣ について

外形標準課税とは､ 企業が稼ぎ出す利益 (法人所得) ではなく､ 資本金や支払賃金といった企業活動の規模

(外形部分) を課税対象とする方式で､ 今年度より法人事業税の一部として導入されました｡

企業の外形部分は法人所得と異なり景気に左右されることが少ないので､ 今や全企業の７割に達するいわゆ

る赤字企業に対しても課税することが可能となり､ 税の公平性を確保するとともに税収の安定性が期待できる

ようになります｡

しかし､ この新方式を全ての企業に導入することは税負担の増大に繋がるとの経済界の反発が大きかったた

め､ 対象企業を限定し､ 従来の所得課税と外形部分 (付加価値・資本) に分割して課税する二段課税が導入さ

れることとなり､ 制度改正の目的である ｢税の公平性｣ ｢安定化の確保｣ がどこまで達成されることになるの

か疑問視する声も出てきています｡


